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ふるさとに夢と希望   もっと活力を 

 

 

 東北地方太平洋沖地震により被災された多くの皆さまに謹んでお見舞いを

申し上げます。 
 

平成１５年から８年間、マニフェスト「福井元気宣言」そして「福井新元気宣言」を

掲げ、県民とともに全力で県政を推進してまいりました。第一期目は「経済・雇用の安

定」を、第二期目は「暮らしの質の向上」を、それぞれ県政の最重要課題としました。 

その結果、失業率の低さ、有効求人倍率の高さは全国最上位を維持し、子どもの学力・

体力日本一、高齢者の元気生活率日本一、出生率は全国で唯一５年連続上昇するなど、

全国に誇れる成果をあげることができました。 

こうしたなか、私たちは未曾有の厳しい大災害に直面することになりました。そして

今わが国はグローバル化が新たな局面に入り、また一段と進む高齢化は県民生活に深く

影響を与えています。この時こそ知恵と行動力を結集し、ふるさとの生活や産業に新し

い活力を生みだし、「つながりの力」によって「夢」と「希望」にあふれる「新ふるさ

と構想」を進めなければなりません。 

皆さんと共につくった「福井県民の将来ビジョン」を共有し、長期的な展望をもって、

新しい県づくりを進めていきます。家族、教育、健康長寿、安全・安心、住みごこち、

食べ物、環境、美しい自然など、福井の恵まれた良さを自覚し、若者、女性、熟年者そ

れぞれがその役割を生かしながら、子や孫の世代に「わがふるさと」として引き継いで

いきましょう。 

私は二期８年間の貴重な経験をもとに、より一層の情熱をもって、日本そして世界の

変化をしっかりとらえつつ、常に県民の願いを胸にして県政を次の段階へ進めてまいり

ます。新しい時代にふさわしい「ますます元気な福井」をつくるため、県民の先頭に立

って全力を尽くします。 

 

 

 

福井新新々々元気宣言 
そして 
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○「福井新々元気宣言」の基本的な考え方 

 
１ 若者も女性も高齢者も、夢と希望を持てる「新ふるさと構想」の県づくり

を推進します。 

  人口の減尐・超高齢化時代を迎え、今これらの課題に直面している福井の私たちが、

新しい形のライフスタイルを率先して築き上げなければなりません。 

  教育、子育て、女性の活躍、健康長寿、地域貢献など、これまで県民が当然のことと

して行動し育んできた「つながりの力」は、全国に誇れる大きな資産です。 

  このような福井のまとまりの良さを開放性、積極性に転じたいものです。若者の社会

参加を海外にも広げ、女性は女性だけの世界からもっとリーダーとしての行動力を発揮

し、元気な高齢者は「元気活躍率」日本一をめざし、それぞれが役割をもって活躍でき

るように環境を整えます。 

 

２ グローバル化や地域間競争に果敢に立ち向かい、大きな構想と行動力によ

ってアジアにチャレンジします。 

  先進国における経済・社会の停滞、アジアの新興国の著しい台頭など、経済は世界的

に新しい局面を迎えています。将来への生活の安心とさらなる活力を求める県民期待に

こたえ、福井の多様な分野の産業の元気をより高いステージに引き上げます。 

  アジアとともに成長するため、産業に新しい意欲を吹き込み、より高次の情報収集を

行い、大学や産業支援組織との連携、販売や営業の手法を拡大し、グローバル化と地域

間競争に立ち向かいます。 

 

３ 福井だからこそできる「地方からの政策」を展開し、成熟度の高い地方自

治をめざします。 

  福井から提唱した「ふるさと納税」制度の普及、「自立と分散で日本を変えるふるさと

知事ネットワーク」の活発化など、地方の自立を高め、他地域との交流を重ね、連携を

強めていきます。 

  これからの日本にふさわしい地方自治を実現するため、成熟した真の福井県政府とし

て、全国的・世界的な視野での政策と行動を展開します。そして、地方が国をリードす

るという気概をもって地方に目の向いた政治を国に対し主張し、ミッシング・リンクの

完結、北陸新幹線の県内着工、国の責任ある原子力の安全対策とエネルギー政策の実行

を求め、県民益につなげます。 

 

４ 楽しく便利な「新交通ネットワーク計画」を進め、県民の手による美しい

県土づくりを広げます。 

  次の４年間のうちに、県土の基幹交通軸である北陸自動車道は、舞鶴若狭自動車道と

直結し嶺南・嶺北の一体化が図られます。また、中部縦貫自動車道とも連結が進み奥越

の振興が見込まれます。そして、平成２６年度の北陸新幹線の金沢開業にもそなえなが

ら、これら高速交通体系を効果的に県民の利便性や観光などに役立てます。 

  さらに、戦後復興６０年余を経過した県都福井や各都市の改造についてデザインを描

くことに着手し、ふるさとが誇るすぐれた歴史遺産や田園・海浜の良さを残していきま

す。 
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○「福井新々元気宣言」４つのビジョンと１２の政策 

 

・前回のマニフェスト「福井新元気宣言」は、県民の「暮らしの質」の向上を最優先の課

題とし、「元気な社会」、「元気な産業」、「元気な県土」、「元気な県政」をビジョンに掲げ

県政を推進してきました。 

 

・今回の「福井新々元気宣言」においては、これまで４年間にわたる教育・子育て・健康

長寿など「福井新元気宣言」の実行と成果をもとに、福井の「元気」をさらに大きくし

て、明るい「希望」を次の世代につなぐことをめざします。 

 

・このマニフェスト（政策公約）は、「元気な産業」を第一の柱にして、県民生活の基本と

なる経済・産業、雇用に関連する政策を重点に、福井新時代の基礎づくりのためのプロ

ジェクトを積極的に行うこととします。そして、「元気な社会」、「元気な県土」、「元気な

県政」を合わせた全体４つのビジョンを柱に、新しい１２の政策を約束して、これを実

行します。 

 

「福井新々元気宣言」４つの「元気」と１２の政策 

 

 元気な産業  １ 技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 

２ 新しい方向をひらく農林水産業 

３ 観光とブランドを産業の柱に 

 

 元気な社会  ４ 日本のモデル「福井の教育」 

５ すぐれた医療と支えあいの福祉 

６ 若者のチャレンジと女性の活躍を応援 

７ 日本一の安全・安心（治安向上から治安実感へ） 

８ 豊かな環境、もっと豊かに 

 

 元気な県土  ９ 県土に活気の高速交通時代 

10 原子力の安全対策を見直し信頼へ、研究開発で貢献 

 

 元気な県政  11 国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化 

12 「希望ふくい」のふるさとづくり 

 

 

 以下にかかげる○印の施策は、これから４年間の任期中に、実行し成果を出すものです。 

 ４年ですでに成果の出ているもの、また、座ぶとん集会や少人数教育、「３人っ子応援プロ

ジェクト」など、元気宣言、新元気宣言から継続的に行われている政策項目については、個別

にかかげていないものがあります。 
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福井のすぐれた産業基盤を生かして、県内経済の次への成長と安定した雇用

をつくり出し、生活の安心と活力を感じることのできるプロジェクトを進めて

いきます。 

農林漁業は、福井の食を支え自然を守る基幹となる産業です。農水産物の生

産と販売のスケールを広げ、安全でおいしい商品を工夫して売り出します。 

高速交通ネットワークの整備に備えて新しい観光・ブランド戦略を展開し、

すぐれたものを磨きあげ、全国そしてアジアに売り込みます。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

 

４年間でこのように変わりました （主な実績）  

 

３,５００億円超の経済・雇用対策 
 平成２０年秋から経済・雇用対策を進め、福井の経済を世界同時丌況から回復軌道に乗せました。予

算規模は 1,500 億円、事業規模で 3,500 億円になりました。今後は、「回復」から「成長」へ引き上

げていきます。 
 

福井の雇用は日本一 
 雇用に努力する企業に助成し、就職相談・面接会をきめ細かく開き、日本一の「失業率の低さ」、「求

人倍率の高さ」を守りました。平成２３年１月、本県だけが「求人倍率１倍」を回復しました。学卒未

就職者の研修・トライアル雇用を応援する福井発の「若者就業チャレンジ事業」は全国から注目を集め

ました。           失業率 2.7％（全国 4.9％）、求人倍率 1.03 倍（全国 0.61 倍） 
 

次世代技術の開発支援 
 産学官の連携・協力により、加工技術やレーザー技術等を活用する次世代産業を育て、売上額は４年

前の２．６倍（２６０億円余）になりました。 
 

きびしい経済下の企業誘致促進 
 企業の投資マインドが冷え込むなか、次世代産業の集積につながる企業誘致を積極的に行いました。

４年間の誘致実績は８９社、１千億円超の設備投資と１５００人の雇用を生み出しました。 
 

ふくいの技術を活かす逸品づくり推進 
 「ふくいの逸品創造ファンド」（５０億円）を創設し、福井のすぐれた技術を組み合わせて新しい商

品開発を行う企業を応援しました。４年間で１２０を超える商品が生まれました。 
 

１ 技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 

福井の地で活動する中小企業は、人口比で全国最多の数を誇ります。グローバル

大競争が激しくなるなか、福井産地を構成する企業群のもつ高い技術力・デザイン

力を結集し、ものづくりの技を消えることなく継承し、力強く飛躍する新産業をつ

くります。 

また、アジア市場の開拓に前向きにチャレンジする企業を、官民「共動」で応援

し、県内経済に新しい成長の道をひらきます。 

日本経済の先行きがなお不安ななかで、継続的で安心できる雇用の実現が必要で

す。熟年の技術力、若者のチャレンジマインドをしっかりと支え、働く県民の「生

きがい」と「安心雇用」を実現します。 

Ⅰ 元気な産業 
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これからの４年間で実行する政策  

 

◆「これから１００年企業」育成プロジェクト 

  ○「ふるさと産業」の元気再生 

・「中小企業育成ファンド 」の創設。技術革新・新分野展開の企業を認定し、投資・

経営をパッケージで応援 

・全国初の「ふるさと企業支援市場 」を開設。出資・寄付により地域ニーズに応える

新ビジネスを支援 

・ものづくり技術を継承する企業や技能人材が生み出す「後継者商標 」プロダクツ

を応援 

  ○商店街を「ライフスタイルセンター」に 

・一人暮らし高齢者への宅配ビジネスなど新分野進出を応援 

・商店街自慢の逸品を集め発信する「商店街フェア」 

  ○町の小企業に着目した支援強化 

・「小規模企業支援室 」を設置。地域を支える町の小企業を県・産業支援機関が連携

して支援 

 

◆新成長産業の創出と誘致 

  ○「福井経済新戦略」（平成２２年１２月）を官民あげて連携推進 

・テーマ別に新戦略推進チームを編成。期限と目標を定めてプロジェクトの具体化 

  ○業種・業界こえた「企業連合」による新産業づくり 

・県内企業の技術・デザイン力の複合により、電気自動車など新たな需要創造型の 

 「ニューパラダイム製品 」の開発を促進 

  ○攻めの企業誘致 

・エリア別担当の企業誘致体制と常時の立地企業フォローアップ 

・舞若道・敦賀港の完成に合わせ、「新産業エリア 」を嶺南地域に造成 

 

◆福井本拠にグローバル・シフト 

  ○アジアビジネスの拡大 

・「ふくい貿易促進機構 」を設立。企業の市場開拓から販売促進までトータルで応援 

・海外事務所を拠点に、アジア営業力を強化 

・東南アジア・インドの新興国市場も視野に、海外諸情報の収集力アップ 

  ○県立大学を中心にグローバル経営戦略 

・企業の語学研修、アジアビジネス展開をバックアップ 

・「アジア人材基金 」を官民協力でつくり、企業人材の育成、留学生の増加をめざす 

 

◆若者に雇用と所得を 

  ○若者雇用を最優先にジョブサポート 

・若者の「雇用」と「キャリアアップ」をあわせて行う企業を重点支援 

・未就職、離職の若者向け「就職実現教育」 

  ○高校と大学・企業が応援する産業人材の育成 

・学校教育と産業教育とを組み合わせ産業の変化に応える「次世代人材育成会議」 

  ○若者のＵＩターン促進 

・「ふくい企業ＰＲキャラバン隊 」による全国の大学への営業強化 

・「ものづくり奨学金 」を創設し、技術系学生の県内就職を促進 
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４年間でこのように変わりました （主な実績）  

福井米の品質を全国上位に 
 福井米の「大粒化」、「さつき半ばの適期田植え」を農家・ＪＡと協力して進め、全国上位の一等米

比率（平成２２年産米）を実現しました。また、集落営農組織の法人化・農地集積を進め（６０％）

経営規模をひろげる一方、中山間地域では全国初の「アグリサポート」制度を導入し、地域農業を支

えています。 
 

園芸生産額の増加 
 坂井北部丘陵を福井の企業的農業のモデル地域とし、４年間で農業法人数は３倍、生産額は約１０

億円になりました。また、若狭のウメや越前海岸のスイセン、各地の白ネギなど品目別の生産拡大を

応援し、園芸産出額は２割アップしました。 
 

「全国植樹祭」の開催と県産材の利用向上 
 平成２１年６月の「全国植樹祭」開催を機に、「緑と花の県民運動」を展開しています。また、県産

材を使用したリフォーム促進、ふくいブランド材の供給力の充実などにより、県産材の利用率は大幅

に向上しました。 
 

もうかる漁業の推進と地魚の販売拡大 
 活じめ・活魚出荷など、漁業者グループの商品力アップを積極的に応援（４１グループ）。新たな水

産加工品の販売額は年間２千万円を超えました。「若狭のサバ」復活のための蓄養・販売を地元漁協、

商工団体とともに進め、新たに６９の飲食店で「若狭のサバ料理」を提供しています。 

 

これからの４年間で実行する政策  

 

◆農業から「食料産業」へ 
○消費者に選ばれる福井米づくり 

・すべての米作農家を減農薬のエコファーマーに。区分集荷・出荷体制を完備し、食

味と価格を向上 

・集落型営農の栽培・経営のステップアップ、農地集積を７割に 

・「ポストこしひかり 」と新多収量ハイイールド米の開発促進 

○「園芸新戦略」によるオールシーズンの産地拡大 

・マーケット指向の企業的農業（野菜・果物）を坂井北部丘陵から全県に拡大 

・電力・施設活用の周年型野菜園芸を育成、モデル食品産地の育成に挑戦 

・福井の良いものをもっと市場に（サトイモ、スイカ、ラッキョウ、スイセンなど） 

○伝統の福井野菜（カブ、ツケナ、ナスなど）、ナツメ、葛
くず

などの復活 

２ 新しい方向をひらく農林水産業 

 米づくり中心の福井の農林水産業は、生産者の高齢化が進み、農林水産品の貿易

自由化を進める圧力が一段と高まるなか、価格と生産が低迷し、大きな転換期を迎

えています。 

 こうした環境変化に応じて、新しい「農業・農村」、「林業」、「水産業」各分野の

計画（平成２０、２１年度策定）を、より大きなスケールでスピードを上げて実行して

いかなければなりません。 

 農林水産品群の生産拡大・高付加価値化を重点的に進めて「地産地消」と「自給

力」を高め、福井の食や森の資源を守り、豊かな農地・山林・漁場を次代により良

くして継承していきます。 
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◆暮らしとともに地域農業 

○中山間・都市近郊の地域農業サポートエリアを拡大 

○就農支援の強化で後継者育成 

・就農支援をワンストップ・センター化。就農希望者を募集から経営開始まで総合支援 

○日本一整備が進んだ農地を守る 

・「農地評価（アグリアセスメント） 」により、市町とともに優良農地の転用抑制 

○子どもから高齢者まで「農のある生活スタイル」へ 

・日々の暮らしや教育の現場で農業とふれあい共感する生活スタイルを拡大 

○鳥獣害対策の全面展開 

・里山ゾーンの人と動物の住み分け、利用と防御。奥山での針広混交林の拡大 

・鳥獣捕獲期間の延長、獣肉の処理・加工の普及、ジビエ料理の地域特産メニュー化 

 

◆森を市場にもっと直結 

○山への意欲をひき出す「コミュニティ林業」 

・集落単位の「コミュニティ林業 」で効率的な間伐・主伐を促進 

・乾燥材の増産と住宅・公共施設への「県産材供給システム」。使いやすい木材の供

給と利用を促すコーディネーターの養成 

・間伐材の供給率引き上げ、バイオマス・チップ産業の育成 

・山の幸を生かした新ビジネス 

○植樹祭をひきつぐ「緑と花の県民運動」を展開 

○福井の山林と水源を守る「ふるさと山林売買監視システム」 

○ふくい農林水産支援センター（旧林業公社）の経営改善 

・県民負担軽減と森林の公益性を検討し、国や他県と連携して経営の見直し 

 

◆おいしく割安な若狭・越前の地魚 

○鮮度を高め量販・直販 

・漁業者のグループ化と浜のリーダー育成による地魚の流通、水産加工品の開発・

販売拡大 

・「今朝とれ市 」、「ミニ場外市場 」の実施拡大 

○「魚は福井」のブランド確保 

・水産ブランドトリオ「カニ・サバ・フグ」の売り上げ拡大 

・ウニ、ワカメ、サザエなど新定番水産品として販売促進 

○地魚を安定供給する漁場の保全と新技術の導入 

 

◆食卓に「福井の食」（地産地消
ちさんちしょう

、地産
ち さ ん

外商
がいしょう

） 

○「地産地消」を日常に 

・農水産物直売所の価格と品ぞろえ充実。消費者と農家の顔が見える交流を促進 

・「毎日おいしい地場産給食 」を全小・中学校に 

・社員食堂、福祉施設、病院のメニューに地場産品使用を拡大 

○「フード・ビジネス基金」で外商活発化 

・農林水産品群の海外輸出や新ブランド開発を促進。基金を造成し「外商」を応援 

・ふるさと知事ネットワークを用いて、福井自慢の食を全国にアピール・販売 
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４年間でこのように変わりました （主な実績）  

 

全国初の行政「営業」スタイル 
  初めて「営業」の名前がつく「観光営業部」を設置しました。企業とのコラボレーションなど「共

動営業」の新しいスタイルを柱に、国内外への売り込みを強化しました。４年間で国内外への情報発

信量は１．５倍に増え、福井県の認知度は高まっています。 

 

福井初の大型国際コンベンション成功 

 「ＡＰＥＣエネルギー大臣会合」誘致を実現しました。低炭素化社会をめざす「福井宣言」が採択

され、国のエネルギー政策に貢献する福井を世界にアピールすることができました。また、福井の子

どもたちも学習成果を発表し、大きな自信になりました。 

 

観光客数が初めて１千万人超 
  年間の観光客入込数が、はじめて１千万人を超えました（1,060 万人）。教育旅行、大学生の合宿

誘致を国内外で展開し、４年間で来県者は約５倍の３万５千人になっています。 

 

恐竜博物館に５０万人 
  恐竜博物館１０周年を迎え、展示内容を大幅に更新しました。全国への売り込みを強め、入館者は

初の５０万人を突破しました。 

 「恐竜王国」の名を世界に発信する新種の２つの恐竜化石を発見。平成２１年１０月には、勝山市

一帯が「恐竜渓谷ふくい勝山ジオパーク」に認定。また、中国・タイでの共同発掘調査を行い、自然

史系博物館（７件）との姉妹提携を進めています。 

 

漁家民宿を応援し宿泊客増 
 地魚の民宿料理・漁業体験と組み合わせた宿泊プランを提供し、インターネット予約の民宿などが

約３００施設に増えました。４年間で漁家の宿泊客は４万人増えて、３７万人になりました。 

 

目玉となる観光地づくりに重点投資 
 東尋坊、あわら温泉街、永平寺門前において、市町・地元商店街とともに目玉となる観光地づくり

を行い、観光地・施設のグレードアップを進めています。 

 

首都圏営業の強化で売上倍増 
 「ふくい南青山２９１」を核に、「グラスギャラリー２９１」の開設、「ふくい銀座ショップ」の実

施により、首都圏における販路を伸ばしました。４年間で「南青山２９１」の来館者を１．４倍、売

上額は２．３倍にしました。 

 福井ゆかりの地における福井の歴史をテーマにしたシンポジウムを開催し、首都圏における発信力

を高めています。 

 

 

 

 

 

３ 観光とブランドを産業の柱に 

舞鶴若狭自動車道の全線開通、中部縦貫自動車道路の延伸、北陸新幹線の金沢開

業をプラスに転じ、県勢発展の大きなチャンスにしなければなりません。福井の地

域資源のトータル化を徹底し、全国・アジアから多くの観光客を呼び込みます。 

恐竜をはじめとする福井ブランドの価値と評判をさらに大きくし、新しいビジネ

スにつなげていきます。 
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これからの４年間で実行する政策  

 

◆観光を福井のリーディング産業へ 

○観光客「プラス２００万人」プロジェクト 

・大都市・国内各地、アジア各国へと観光プロモーションエリアを拡大。ターゲッ

トと目標を定めてキャンペーン展開 

・海の幸、マリンレジャー（釣・漁体験）を組み合わせ、海ツアーを定番商品化 

○観光地をスケールアップするハード・ソフトの複合投資 

・「若狭湾岸ハイウェイプロジェクト 」の重点推進。敦賀港、小浜街なか、三方五湖

など観光スポット、インター周辺を複合拠点へ 

・「開湯１３０周年」を迎えるあわら温泉（平成２６年）を中心に、色々な民間観光

施設と連携し、東尋坊～永平寺のゴールデンルートを泊地型に 

○石川・岐阜・滋賀・京都の隣接府県と「広域新観光」を促進 

・主要エリアを結ぶ相互の観光資源をネットワークで活性化 

○「福井がわかる」ニューツーリズム 

・教育旅行の誘致促進。藤野厳九郎の知名度を生かした中国からの誘客 

・国内外の大規模な会議、数多くの学会、展示会、講演会を誘致 

・海外の病院と連携したメディカルツーリズム、サイエンスツーリズムの創出 

○観光ルートの新ポイント「道の駅」の設置・活用 

・道の駅・空港駅・高速ＳＡを活用し、オリジナルなふるさと産品の販売拡大 

○もてなしの得意な福井に 

・もてなし産業と雇用の創出。県下全域の観光客満足度調査による評価と改善 

 

◆ダントツ日本一ブランドの「恐竜王国」 

○「恐竜渓谷
けいこく

（ダイノソーバレー）１００万人」構想 

・奥越全体を「恐竜キッズランド 」の渓谷へ。博物館・屋内外の自然環境・体験観光

施設を充実し、自然体験学習フィールド化 

・化石発掘フィールドの「野外博物館化」、街なかミュージアムショップの開設 

○世界水準の研究と着実なビジネス化 

・「アジア恐竜学会 」の設立。中国・タイの博物館と連携し、福井をアジア最大の恐

竜研究拠点へ 

・新しい恐竜ビジネスに資金を投入（恐竜関連のグッズの開発、映画制作など） 

 

◆ブランド拡大の営業戦略 

○「もっと日本一」プロジェクト 

・福井流の豊かな暮らしのブランドを提案。全国に示す次の日本一を増加、「市ごと

町ごと日本一プロジェクト 」を市町と推進 

○官民共動の「ブランド・ビジネス推進機構」 

・すぐれた資源を組み合わせ、より大きなブランドとして官民の知恵・技術・資金

を集め商品化、ビジネス化 

・グローバル発信力を強化。ＰＲツールはアジア仕様へ 

・福井を舞台のドラマ、ＣＭ、映画とロケ地の誘致、出版の実現 

○ふくい单青山２９１とサテライト店の新商品ラインアップで売り上げ倍増 
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 全国トップクラスの小・中学生の学力と体力の成果を生かし、福井の教育を

次の段階に発展させます。 

 活躍の場を求める若者、元気な女性、高齢者と力を合わせ、「暮らしの質」の

向上に直接つながる教育、医療・福祉、安全・安心、環境分野などの新しい課

題に挑戦し、全国のモデルとなる「理想県ふくい」をめざします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

４年間でこのように変わりました （主な実績）  

 

学力・体力日本一の子どもたち 
  「教育・文化ふくい創造会議」を設けて、福井独自の尐人数教育、漢字教育、サイエンス教育など

を充実しました。子どもたちの学力・体力は、全国テストでずっと全国最上位を占めています。これ

からも独自の教育は継続します。 

 

全小・中学校に福井型コミュニティ・スクール 
  家庩・地域・学校の代表が集い、学校運営を支える「地域・学校協議会」を、すべての小・中学校

に拡大しました。ＰＴＡや地域の協力を得て、学校図書館も充実してきました。 

 

「白川文字学」の漢字学習 
  すべての小学校の漢字学習に、敀白川静博士が確立した「白川文字学」の考え方をとり入れました。

学校で使う独自の漢字解説教材を全国販売し、福井発の漢字教育は大きな注目を集めています。 

 

サイエンス教育の充実 
  「理科支援員」による実験、最先端科学を学ぶ「スーパーサイエンスフォーラム」、「理数グランプ

リ」を行い、サイエンス教育を充実しました。４年間で全国・世界規模の科学技術コンテストに参加

する子どもは、約８倍（１００人）に増えています。 

 

特別支援教育の充実 
  各学校に「特別支援コーディネーター」と「校内委員会」を設け、児童・生徒への支援を充実しま

した。奥越地区（勝山市内）の新しい特別支援学校は、平成２５年４月開校をめざし基本設計に着手

しました。 

 

楽しい学校づくりを推進（不登校等への対応） 
  「スクールカウンセラー」は、中学校だけでなく小学校・高校へも配置を広げました。「丌登校対策

指針」をつくり、未然防止に力を入れた対策を行っています。 

 

おいしい学校給食 
  食育ボランティアと栄養教諭が協力して献立づくりを推進。子どもたちの「給食調理コンテスト」

を行いました。「学校給食が好きな子どもの割合」は、４年前の６３％から８３％へと伸びました。 

 

Ⅱ 元気な社会 

４ 日本のモデル「福井の教育」 

ていねいな教育、きたえる教育によって達成した「日本一の教育力」を、次の段

階へと進め、福井で実践している教育を日本の教育モデルに進化させます。 

子どもたちの「挑戦力」を伸ばし、新しい時代をリードする人材を育てます。ま

た、学校の学ぶ環境を改善し、若い人たちの能力と可能性を十分伸ばせるようにし

ます。 



 

11 

 

これからの４年間で実行する政策  

 

 下記の項目は、教育委員会と協力して実行します。 

 
◆日本の教育センター福井 

○子どもの教育は福井で 

・全国の教員を受け入れ、福井の教育の良さを学び活かす「先生の学校 」制度 

・教育移住、単身者が「子どもと一緒の赴任 」ができるよう企業に働きかけて拡大 

・「野外体験プログラム 」、「第一人者とふれ合う体験プログラム 」の実施。児童・生徒の

「挑戦力」を養成 

・いじめや不登校に初期対応。児童・生徒はみんな笑顔に 

○特色ある私学教育の振興 

・スポーツ、芸術、キャリア教育など、特色ある学校づくりの成果を支援 

○子どもに応じた教育支援の充実 

・発達障がいの早期発見・早期支援、特別支援学校の環境充実 

 
◆夢と希望を育てる学校 

○ゼロ歳から高校まで「福井型１８年教育」 

・「幼児教育センター 」を設置。幼・保行政の一元化により、家庭とともに幼児教育

を充実 

・子どもたちの夢と希望を伸ばし育てる「夢カルテ 」の導入 

・中高一貫の新しい「公立教育パイロット校 」を検討 

○県民の期待にこたえる高校教育 

・学校再編は、教育環境の充実を第一に実施・支援 

・理数科などを改編し、文系・理系別に探究心を伸ばす「チャレンジ科 」を設置 

・「資格インターハイ 」の実施。職業系高校生の資格取得を応援 

・「分かる授業推進プログラム 」。公開授業と生徒による「授業の分かる度評価」の導入 

○聞ける話せる「語学音声教育」の導入 

・「土曜スクール 」による英語・中国語などの音声教育。普通科・職業科のニーズに

応じて実施 

・世界共通テスト（ＴＯＥＩＣ）を全高校に導入。「高校生海外研修プログラム 」 

○中・高校生のためのスペシャルプログラム 

・ノーベル賞受賞者、世界的な芸術家・スポーツ選手らを招いて講演会や交流 

・国際コンテストにもっと応募。大学・企業の参加による最先端分野のカリキュラ

ムを充実 

 
◆次をめざす教育の充実 

○教員の授業力を次のステップへ 

・福井大学と教育研究所連携の教員研修をパワーアップ。小・中・高校教員の交流配

置を増加 

・教員・職員・県民みんなでつくるＩＣＴ利用の「優良教材更新システム 」（Wiki-text） 

○尐子化時代の学校環境の最適化 

・小・中学校の校区・学級の再編を、スクールバスなどの支援とあわせ市町と推進 

○嶺单地域の教育充実 

・高校進学時の県外流出を解消 

・科学教育指定校（ＳＳＨ）と大学の連携による学力向上策 
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４年間でこのように変わりました （主な実績）  

 

がん予防・治療の充実 
  全国で初めて、市町が実施するがん検診の受診券と料金を統一。希望する時間、希望する医療機関

で個別検診が受けられる環境を整えました。この４年間で、がん検診の受診者数は１．４倍の年間 

 ５７万人に増えています。 

  また、日本海側初の「陽子線がん治療センター」をオープン（平成２３年３月から治療開始）。県

民の負担を軽減するため、治療費は全国で最も低い料金に設定しました。 

 

日本一元気で健康な高齢者 
  介護を必要としない高齢者の割合を示す「元気生活率」は全国一（９６．８％）になりました。ま

た、「介護施設整備率」も全国一。施設の計画的な整備と在宅介護サービスの充実により、バランス

のとれた介護サービスを提供し、「待機者ゼロ」を継続しました。 

 

障がい者の自立を支援 
  障がいのある人の自立を地域全体で支援する体制をつくり、「雇用率」と「授産賃金」の水準はい

ずれも全国最上位になりました。 

 

高齢集落の暮らしを応援 
  高齢化が進む集落において、食料品や日用品の移動販売のしくみをつくり、安心して暮らせるよう

応援しています。また、自治会による高齢者の通院・買い物の送迎に対する応援も行っています。 
 

 

これからの４年間で実行する政策  

 

◆さらに高まる医療水準 
○がん予防・登録・治療日本一 

・県立病院「陽子線がん治療センター」、「がん医療センター」において最先端のがん

治療を提供し、医療実績を向上 

・最先端のがん医療研究の新体制づくり 

・忙しい人もできる「簡単がん検診 」を独自に導入。がん検診受診率を引き上げ 

○医療を支える人材の確保と育成 

・「地域医療研修センター 」を県立病院に整備し、地域の医療を担う若手医師を確保 

・研修制度の充実による「救急医」の養成、県全域の救急医療体制を充実 

・薬剤師・栄養士・療法士など病院・地域の「チーム医療」を支える医療福祉スタッ

フを確保 

○「こころとからだの健康」づくり 

・健康診断時のストレスチェックを拡充 

・うつ病などの早期発見、通院体制づくり 

・女性落語などとのコラボレーションによる笑いと健康イベント拡大 

・子どもたちの「眼と歯の健康プロジェクト 」を推進 

５ すぐれた医療と支えあいの福祉 

 健康な生活を県民全体が送れるよう、がん予防の充実、最高レベルの医療水準の

確保に努めます。また、障がい者や介護の必要な高齢者の安心と生活を守ります。 

 元気なお年寄りをはじめ地域の住民が互いに助け合う「支えあいの社会」を実現

するとともに、健康長寿をさらに「老いの質」を高めるステージへと進め、自分ら

しく老いることのできるふるさとを実現します。 
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◆元気生活のアクティブ・シニア、「元気活躍率日本一」へ 

○年をとっても元気に活躍できる福井（エイジング・イン・プレイス） 

・高齢者世帯の全戸調査を実施。課題を見つけ、行政・地域・ボランティアのネッ

トワークで解決 

・運動機能を失わないための介護予防プログラムを充実 

・「ふくい在宅安心ネット 」を拡大。患者と家族を医療・福祉のチームが連携し支援 

・高齢者の日常生活のニーズと不満を解決する新商品群の開発を支援 

○先導的な認知症ケアに着手 

・定年齢における「認知症検診 」を導入し、早期発見と早期治療を徹底 

 

◆「一役を分担」の地域活動 

○お互いさまの助け合い 

・アクティブ・シニアの社会貢献活動を、ボランティアセンターを活用し応援。企業

の地域貢献活動を活発化 

・民生・児童委員、福祉協議会、自治会役員など地域支援ネットワーク 

○熟年世代の働く場の拡大 

・技能を担う熟年世代に資格を認定。安定雇用と社会貢献、働く機会を拡大 

・延長雇用により、熟練技術者と若者の「技能継承セット就労 」を促進 

○地域コミュニティに活力を 

・高齢集落、過疎集落住民の買物・通院を支援する移動・生活支援システムを市町と

ともに充実 

・公民館・空き教室を活用し、子どもから高齢者まで集い交流する「地域コミュニテ

ィサロン 」設置を促進 

 

◆自立を基本に頼れる福祉 

○「待機者ゼロ」の再継続 

・介護入所施設・在宅ケア・デイケア・ショートステイ・語らいの集会場などを個々

人のニーズに合わせ組み合わせ、「介護待機者ゼロ 」を継続 

○自立と生きがいの障がい者支援 

・障がい者の雇用率、授産施設障がい者賃金のさらなる向上 

・「全国障がい者スポーツ大会（平成３０年）」に向けスポーツに親しめる環境整備 

○みんながとけこむ「インクルーシブ・デザイン」のまちづくり 

・誰もが安全な環境（歩道、街灯、交通機関、情報・コミュニケーションツールなど）

の整備促進 

○一人ひとりの命が輝く難病対策 

・本人や家族の悩みを真摯に受け止め、療養上の相談、機器の貸出しなど、きめ細か

な対策を継続して実施 
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４年間でこのように変わりました （主な実績）  

 

「めいわくありがた縁結び」の拡大 
  「縁結びさん」や結婚相談員の応援を得て、“めいわくありがた”の縁結びを推進しています。 

  また、平成２２年８月には、全国で初めて行政が若者の婚活を応援するポータルサイト「ふくい婚

活カフェ」を開設しました。このサイトを介して、出会い・交流イベントに参加する若者の数は 3,000

人になりました。 

 

出生率は全国唯一５年連続で上昇 
  子どもの一時預かりや子育て世帯の家事支援などを行う「すみずみ子育てサポート」の拠点を増や

し、利用者数は２倍に増加しました。また、妊婦検診の無料化、子どもの医療費助成拡大（小学３年

生へ）など、福井発の「３人っ子応援プロジェクト」を拡充し、全国トップレベルの出生率を実現し

ました。 

  特に、「３人っ子応援プロジェクト」は国内外のメディアにも数多くとり上げられ、国や各都道府県

にも広がり、今日では子育て応援の標準施策になっています。 

 

「ママ・ファースト運動」の展開 
  交通機関や病院、ショッピングセンターなどにおける子ども連れ家族を優先する県民活動を展開し

ています。３人っ子家庩を対象に割引等を実施する協力店も大きく増え、現在 2,000 店舗を超えてい

ます。 

 

すべての地域に「放課後子どもクラブ」 
  福井方式の「放課後子どもクラブ」を、この４年間ですべての小学校のエリア（２０３校区）に広

げました。また、広く活用してもらえるよう福井独自で年齢制限を引き上げ、市町を応援しています。 

 

女性の活躍を応援 
  「女性活躍会議」の女性の声を県政に反映しました。提言を受けて、女性医師サポートセンター、

病児緊急送迎サービス、父親の育児応援企業サポート、婚活応援ポータルサイトなど、数多くのプロ

ジェクトを実現しました。 

  また、平成１９年夏に「女性活躍支援センター」を開設し、働く女性のネットワーク拡大を応援。

日本一働き者の福井の女性が社会で活躍しやすい環境づくりを進めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 若者のチャレンジと女性の活躍を応援 

若者の声を政策に反映する仕組みを工夫すると同時に、結婚のための活動を応

援し、若者のチャレンジ意欲を高めます。 

福井の女性がリーダーとしての行動力を十分発揮できるよう、働きものの女性

がもっとゆとりを持ち、女性と男性がともに行動し合える社会をめざします。 

福井の子育て支援は日本一。子どもが育つ環境を充実していきます。 
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これからの４年間で実行する政策  

 

◆若者にチャレンジの場 

  ○若者応援プロジェクト 

・若者政策の総合的な推進組織を設置。若者の地域貢献・海外での活躍を促進 

・熱心な、面白い、挑戦的なプランを応援。「私ならこうするの提案 」発表と表彰制

度をつくる 

○福井で起業にチャレンジ 

・起業希望者を全国から募集。福井のフィールドを挑戦の場として提供 

・社会人が学び直す「私の県立大学プロジェクト 」 

○「縁結びさかんな先進県」 

・全国初のポータルサイト「婚活カフェ」の充実、イベント参加型の婚活を応援 

 

◆子どもがたくさん、家族を応援 

○遊ばせ上手の子育て家族 

・小学６年生までの「放課後子どもクラブ」を拡充 

・小・中学生の「子ども会加入率」アップ。中学生も地域行事・貢献活動を活発化 

・家族がそろう「家族時間」を一層伸長 

・児童虐待の未然防止と早期発見のネットワークづくり 

○「子育て応援モデル企業」応援 

・「従業員子持ち率 」を企業の協力により独自に算出。インセンティブ制度を導入し、

「子育て応援モデル企業」を増加 

・女性の再就職を企業とともに拡大 

・配偶者の出産時期にあわせた男性の育休取得「育児スタート休暇」を促進 

 

◆働く女性に活動のゆとりを 

○仕事にも家庭にもゆとりをプラス 

・女性のゆとりを増やす県民運動を展開 

・男性の家事・育児参加を促進、家事サポートビジネスの育成 

○女性リーダーの出やすい社会 

・福井版「女性の未来プログラム 」を県庁内外の女性の力を集め作成。女性力を伸ば

し活かす社会づくりを促進 

・起業やキャリアアップを支援。「女性活躍支援センター」とジョブ・カフェ、産業

支援機関が連携 

・トップに立てる女性リーダーとメンター養成。女性活躍企業の応援、働く女性の 

 ネットワーク拡大 
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４年間でこのように変わりました （主な実績）  

 

犯罪検挙率の向上 
 「福井治安向上プラン」、「『安全・安心ふくい』実現プラン」により、子どもや女性を守るまちづく

りを重点的に進めました。「見える・見せる警察活動」を強化し、全国トップレベルの検挙率と犯罪の

減尐を実現しました。（犯罪件数は７年連続で減尐。減尐率は５４％と全国１位） 

 

スロードライブによる死亡事故大幅減 
 県内各地域において広く「交通安全スロー・シグナル・シャイン運動」を展開しました。その結果、

この４年間で、交通死亡事敀者数を３割以上減らすことができました。（平成２２年：４２人） 

 

「みんなが参加の見守り活動」を展開 
 すべての小学校において、家庩・地域の参加を得て子どもの見守り活動を展開。４８,０００人を超

える県民が小学生の登下校などの見守り活動に参加しています。 

 また、平成２１年度からはすべての中学校にも範囲を広げ、登下校時の巡回パトロールなど子ども

たちの安全確保のための活動を行っています。 

 

福井豪雨災害からの復興 
 福井豪雨の復旧工事が、平成２１年秋に完了しました。豪雨災害・豪雪の教訓を生かし、新たにコ

ンビニエンスストアなど民間企業等と、防災協定の締結（５１社）を進めました。 

 

災害・危機への対応強化 
 広く県民の参加を得て、総合防災訓練、原子力防災訓練を毎年実施しています。それぞれに具体的

な災害等を想定し、また、過去の訓練の結果などを踏まえて常に改善しながら充実しています。 

 こうした訓練は、災害・危機への「最初動」対策としてたいへん重要であることから、引き続き、

内容を充実して実施していきます。 

 

国民保護計画の実効性確保 
 国民保護計画に基づき住民避難の対応方針を決める訓練を、全国で初めて首相官邸の政府対策本部

と行いました。毎年、市町・関係機関と一緒に図上訓練を行い、さまざまな事態に素早く対応できる

よう計画・マニュアルを点検・更新しました。 

 

小・中学校耐震化の優先徹底 

 小・中学校施設の耐震化を進めるため独自の補助制度を拡充しました。耐震化率は平成１８年度末

の５７％から平成２２年度末には約８０％にまで高めました。また、社会福祉施設、木造住宅の耐震

化を促進しました。 

 引き続き、各施設・住宅の耐震化を促進していきます。 

 

 

 

 

 

 

７ 日本一の安全・安心（治安向上から治安実感へ） 

 犯罪や事故は減尐し、福井の治安はすでに大きく向上しています。これからは信

頼感の持てる社会づくりへと安全・安心のための政策をステージ・アップし、「治

安実感日本一」をめざします。また、自然災害や危機から県民生活を守ることは自

治体としての最大の責務です。 

 行政の努力に加え、地域の「つながりの力」を高めることによって、犯罪の起き

にくい災害に強いまちづくりを推進します。 
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これからの４年間で実行する政策  

 

◆治安実感プログラム 

○犯罪の徹底防止 

・空き巣や車上ねらいなど身近で発生する犯罪対策を強化 

・警察官のパトロール強化による「犯罪の起きにくいまちづくり 」。子ども・女性・

高齢者への犯罪を徹底防止 

○地域の総ぐるみ「子ども・女性見守り活動」 

・「子ども安心通学路 」を実現。街灯、防犯灯の整備を促進 

・子どもと女性を性犯罪から守る一歩進めた対策を警察本部と実行 

○高齢者の交通事故対策 

・高齢者が見えたらスローダウン。高齢者の交通安全研修、免許返納を促進 

 

◆地震・異常気象・災害などに迅速対応 

○「最初動」の災害・危機対策 

・地震や「集中豪雤」、「集中豪雪」などに備え、国・地方をこえた現場の初動対応 

・鳥インフルエンザ、口蹄疫など迅速な危機管理 

○さまざまな災害・危機への医療体制の充実 

○「つながりの防災力」の強化 

・歩道除雪を強化、屋根雪下ろし等のボランティア活動を応援、避難支援計画の策定 

・消防団員の確保、住民の自主防災組織の強化による「つながりの防災力 」 

○災害に強いインフラの整備 

・道路インフラの防災・防雪・融雪対策を充実 

・ダム・河川・里山の災害対策を推進 

○子どもを守る耐震化の促進 

・学校や公的施設の耐震化を優先実施、木造住宅の耐震化促進 

○特定失踪者の真相究明を含む拉致
ら ち

問題への的確な対応 
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４年間でこのように変わりました （主な実績）  

 

新環境計画に基づく１０のプロジェクト推進 
 平成２０年１１月に新しい「環境基本計画」をつくり、生活環境の改善活動、自然再生や子どもの

自然体験（里海での船乗り）など、全国に先駆けた福井独自の１０のプロジェクトを推進しました。 

 

「ＬＯＶＥ・アース・ふくい」（地球温暖化対策）の推進 
 生活（Ｌ）・事業（Ｏ）・自動車（Ｖ）・教育（Ｅ）の４つの観点から、独自の地球温暖化対策を県民

とともに推進しました。「わが家のエコ宣言」、「わが社のエコ宣言」への参加は、６万件を超えました。 

また、「愛の相乗り運動」、「みどりの自転車」なども進めました。 

 子どもの自然体験の機会をつくり、１２０を超える学級の子どもたちが「里海での船乗り」を体験

しました。 

 

「一人ひとりがエコライフ」の推進 
 「おいしいふくい食べきり運動」の推進、修理工房・古本市の開催などリサイクル文化の定着を進

めています。４年間で食べきり運動協力店は１．５倍に増え、約６００店舗になりました。 

 

三方五湖、北潟湖の保全・活用 
 三方五湖では、水田魚道や「ふゆみずたんぼ」、魚・水鳥・昆虫の生息環境の保全を応援しました。

また、東京大学と水辺生態系の再生の研究を進めてきました。北潟湖では、「湖沼フォーラム」や環境

調査などを行いました。 

 

コウノトリを生物多様性のシンボルに 
 県内に飛来・滞在するようになったコウノトリを自然再生のシンボルとし、環境づくりを進めてい

ます。兵庨県知事と合意し、コウノトリの野生化研究を２県で行い、越前市にコウノトリのえさ場と

なる６０アールの田んぼを整備しました。 

 

 

これからの４年間で実行する政策  

 

◆みんなで良くする生活・自然環境 

  ○一歩ずつ始める「ゴミゼロ社会」 

・福井の川・山・海、そして自宅や企業から、あらゆるゴミを減らす「ゴミゼロ社会 」

運動を強力に推進 

   ・ものを大切にし資源生産性をあげる「修理とリサイクル運動 」を推進 

  ○食・農・工のサイクル運動 

・「おいしい福井の食べ切り運動 」のレベルアップ。持ち帰り運動の普及など 

・食品廃棄物を「土に帰し」、環境に優しい農業を支援 

  ○コウノトリの舞う村里 

   ・コウノトリのえさ場づくり、「生きもの共生ホット・エリア 」を市町とともに整備。

「生きものブランド米」を広め地域農業の活力アップ 

   ・生物多様性を踏まえた「最新自然環境データ 」を開発。自然環境を見える化して守る 

８ 豊かな環境、もっと豊かに 

環境は県民の生活に潤いと活力を与える重要な基盤です。生物の多様性や自然

景観、また農村や街のたたずまいを、美しい「風景」として次の世代に伝えます。 

温暖化防止をはじめとした地球環境問題を前進させるため、福井から具体的な

行動を起こしていきます。 
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◆見える見せる温暖化対策 

○環境最先端のまちづくり 

 ・「環境・エネルギー博覧会 」の開催を検討、環境国際会議を誘致 

 ・ＡＰＥＣ福井宣言の成果をひきつぐ「エコエネルギー回廊プロジェクト 」を、官民

協力し推進 

○地球温暖化防止の「ゼロカーボンのライフスタイル」 

 ・ＥＶ・ＰＨＶなどの普及促進や自転車への乗り換え、住宅の省エネ化など「ゼロ

カーボンのライフスタイル」を促進 

 ・太陽光発電やバイオマス資源など再生可能エネルギーの導入促進 

  ○学校の「エコ改修」を積極支援 

・環境・エネルギー教育の拠点となる学校施設の「エコ改修」を促進 

・奥越地区（勝山市内）に開校する特別支援学校を、「エコ学校」として整備 

 

◆景観を県民資産に 

  ○景観保全の重点化 

   ・統一的な景観づくりを進める県民参加の「総合景観づくり委員会 」 

   ・「ふくい百景」のエリア、民家群保存地区などの保全活動を促進 

  ○建物・まちなみなど「住まい方」を学ぶ 

   ・子どもにも大人にも新しい「住教育 」を推進 

○景観調和の美しい社会資本 

・「景観のアセスメント 」を取り入れた橋りょう、道路の維持・整備。長寿命化と景

観向上を両立する「美しい社会資本」づくりを促進 

  ○カーナビ時代の道路景観改善 

   ・カーナビゲーションの普及に伴う公共施設の案内看板の削減、広告看板の抑制 



 

20 

 

 

 

 北陸新幹線は最重点の県政課題として、福井の未来を見据え、一日も早い着

工を全力でめざします。新幹線、高速道路は地方と大都市の格差解消、国土政

策上も不可欠の社会基盤であり、国が責任を持って進めるよう強く主張します。 

 高速交通網の整備が目前に迫った今こそ、新しい時代のまちづくりを進めな

ければなりません。厳しい地域間競争に打ち勝つため、県都をはじめ各都市・

地域のまちづくりを市町とともに進めます。 

 原子力発電所の安全確保は、地震など自然災害対策をふくめ最も重要な課題

です。県民の立場に立って、国、電力会社に対して強く要求していきます。ま

た、原子力発電技術の環境や産業への貢献をアジアに向けて強く打ち出します。 

 

 

 

４年間でこのように変わりました （主な実績）  

 

北陸新幹線の県内延伸 
 福井駅部（８００ｍ）は、平成２１年２月に完成しました。敦賀までを含む未着工区間については、

早期実現に向けて国などに対し強く働きかけを行っています。 

 

高速道路のネットワーク拡大 
 舞鶴若狭自動車道は、小浜西・小浜間が平成２３年夏に開通予定。残る小浜・敦賀間についても、

平成２６年度の全線開通に向けて着実に工事が進められています。 

 また、中部縦貫自動車道は、平成２１年春に上志比・勝山間が開通。勝山・大野間は平成２４年度

の開通が示されました。大野東・和泉間についても、すでに国の新規事業に採択されています。 

 

敦賀港の国際ターミナル機能強化 
 敦賀港は多目的国際ターミナルの整備を終え、本格的な供用が始まりました。また、国の「重点港

湾」にも選定。官民共動のポートセールス体制を整えて県内外への働きかけを強化し、４年間で外貿

定期コンテナ数は１．９倍に増えています。 
 

電車・バスの生活利便性向上 
 えちぜん鉄道、福井鉄道福武線の新駅（５駅）を設置し、電車の利便性を向上しました。雨天時に

増便する「レイニーバス」運行などにより、通勤・通学時間帯のバスの利便性も高めています。 

 

 

 

９ 県土に活気の高速交通時代 

 地域間競争が進むなか、全国的な視野で県土づくりを進め、高速交通体系の完結

に向けて整備を着実に促進します。 

 また、戦後復興６０年余を経て構造的な問題をかかえる都市の改造を、次の５０

年に向けて各市と協力しながら進めます。福井市中心部は、新時代にふさわしい県

都として再設計（リ・デザイン）を検討します。 

 鉄道・バスなど地域交通ネットワークの整備は、住民生活の利便性向上を最重点

に推進します。 

Ⅲ 元気な県土 
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県内主要道路の整備促進 
 経済対策の柱の一つとして公共事業を促進。県民参加の「道づくり協議会」を開き、県民の意見を

聴いて道路を整備しました。４年間に完成した主要道路は、福井鯖江線（白鬼女橋）、常神三方線（遊

子トンネル）、国道１６２号、寺武生線（府中大橋）、坂本高浜線、国道３０５号、殿下福井線（日光

橋）など２１か所になります。 

 

県民の力で「川守」、「道守」 
 堤防の草刈りなど河川環境の整備を進める「川守」、歩道の清掃、道路沿いの花の植栽など「道守」

の活動を共動で行い、年間９万人以上の県民が活動しています（４年間で１．２倍に拡大）。引き続き、

「川守」、「道守」を県民運動として進めていきます。 

 

 

これからの４年間で実行する政策  

 

◆高速交通ネットワークの完結促進 

○北陸新幹線の県内延伸 

・県民の総力を結集し、効果的な運動を継続展開。敦賀までの認可・着工を国家プロ

ジェクトとして実現 

・北陸と関西のつながりを強くし、大阪・東京間の完結を国に強く働きかけ 

○舞鶴若狭自動車道の全線開通 

・小浜・敦賀間の平成２６年度中の一日も早い完成。嶺南地域へのアクセスを強化

する「スマート・インターチェンジ 」の設置を、市町とともに国に要請 

○中部縦貫自動車道の整備促進 

・勝山・大野間の平成２４年度中、また福井北・永平寺東間の平成２６年度の完成を

めざし促進。大野・和泉間については、調査設計を国に働きかけ 

○琵琶湖若狭湾快速鉄道 

・新幹線の延伸や生活面・観光面の拡大を踏まえ、地元市町とともに引き続き検討 

○主要県内道路・県境道路の整備 

・県民の安全と利便性向上のため、優先度をつけて計画的に整備 

 

◆海と空の拠点を最大活用 

○アジア交流ゲート敤賀港の航路活性化 

・国際定期船とＪＲ貨物の「国際一貫輸送ネットワーク 」を整備。韓国航路の拡大と

中国・アジア向け物流外貿の広角的展開 

・敦賀港・福井港の地勢を生かした利用促進を官民あげて働きかけ、敦賀港を日本

海側拠点港へ 

○空路のアクセス向上 

・小松空港を福井の空港として認知度アップ。石川県と連携して利活用を推進し、

２次交通の充実による観光誘客を強化 
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◆次の５０年の都市改造 

○県都のデザイン戦略 

・長期展望をもって、県都と各都市の街並みを再設計する「総合デザイン戦略 」をス

タート 

・福井駅周辺部のにぎわい創出と利便性向上を軸に市を応援し、西口再開発 

・県と市が協力し福井城址周辺の整備検討を開始。地下の歴史資産を生かす「サン

クガーデン化」 

・えちぜん鉄道の高架化、えちぜん鉄道・福井鉄道の相互乗り入れを実現。ＬＲＴ

化（次世代型路面電車システム） 

○新高速交通ネットワークの活用 

・舞鶴若狭自動車道の全通によるアピール事業の調査と実行。北陸新幹線の金沢開

業（平成２６年度）に向けて、経済・観光・まちづくりに生かす「新高速交通ネッ

トワーク活用プロジェクト 」 

 

◆電車・バス・自転車に乗りやすい街 

○新しい地域交通のシステム 

・通勤・通学時間帯のダイヤ確保と改善、新快速のダイヤ改善をＪＲに働きかけ 

・中心部と郊外、郊外同士の行き来を便利に路線バスとコミュニティバスの新分担 

・中山間地など人口減尐地域の通学、通勤、通院などに欠かせない地域交通を維持 

○「カー・セーブ戦略」のステージ・アップ 

・相乗り運動、パーク＆ライドなどを拡充。「車に頼り過ぎない県民運動 」を促進 

・自転車道の整備、自転車通勤への転換、バイクロードレースの開催 
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４年間でこのように変わりました （主な実績）  

 

原子力の安全・安心と信頼の確保 
 「もんじゅ」に対する国の責任ある対応等の要請、敦賀１号機・美浜１号機の運転延長に際しての

中間安全確認制度の導入など、原子力政策については県民の安全と信頼を最優先に万全を期してきま

した。 
 

電源交付金・補助金の有効活用 
 原子力発電所などの立地地域に交付される電源三法交付金は、「高齢者対策」（高齢者グループホー

ムの安全確保）、「子育て支援」（子育てマイスターの活動支援など）、産業人材の育成（ふくいジョブ

カフェの運営）など、県民生活に密着した分野に有効活用しました。 

 

エネルギーの研究開発拠点化の推進 
 原子力関連技術を活用した共同研究を企業・大学と進め、地域産業への普及拡大を進めました。拠

点となる「若狭湾エネルギー研究センター」における機器利用は、年間 2,500 件以上にのぼります。 

 また、「国際原子力人材育成センター」の設置（平成２３年４月予定）など原子力・エネルギー分野

における人材育成機能も強化し、拠点化計画を具体化しました。 

 

 

これからの４年間で実行する政策  

 

◆原子力は安全と信頼の確保に全力 

○国の安全対策全体の見直し、安全・保安院の役割と体制の見直しを要請 

○万一に備え、避難・安全確保・情報連絡体制をさらに厳しく 

○高経年化は安全対策第一 

・国や電力事業者が県民の目に見える形で、特に地震など自然災害に備えて十分な設

備と安全・安定運転に万全を期すよう要請し、監視 

○敤賀３、４号機増設計画への厳正な対応 

・国の安全対策見直しと、国・事業者の安全管理の強化を確認 

 

10 原子力の安全対策を見直し信頼へ、研究開発で貢献 

 原子力発電はわが国のエネルギー確保と地球環境保護のため重要。今回の福島県

での原子力発電所の大事故を踏まえ、国と事業者に対し、安全対策全体（基準・設

備・システム・運用体制）を見直すよう要請します。福井県内においては、このよ

うな事故を絶対に起こさせないとの覚悟で対応、そして万一の場合に備えて万全の

対策を行います。 

 その上に立ち、「高経年化対策」、「もんじゅ」、「プルサーマル」などの課題に対

し、県民の安全と信頼の確保を最優先にして対処します。 

 電源交付金などについては、市町と連携し、県民の「暮らしの質」の向上に資す

る事業に重点的・効率的に活用します。 

 現在進めている「エネルギー研究開発拠点化計画」では一層地域発展を推進する

とともに、人材育成や地域振興などの面でアジアへの貢献を果たします。 
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○高速増殖原型炉「もんじゅ」への慎重な対処 

・「もんじゅ」については、中継装置落下事故を受け、試験運転再開と本格運転再開

における責任ある安全対策について、より慎重・厳正な段階ごとの確認を行い、ま

た国が前面に立った責任ある対応を強く要請 

・事業者の取組みや国の評価結果などを原子力安全専門委員会の審議等により厳正に

監視・確認 

○プルサーマル計画への対応 

・プルサーマル計画（高浜原子力発電所等）については、ＭＯＸ燃料による運転状況

を監視すると同時に、電力事業者の今後の取組みや国の指導状況を見極める 

○原発立地地域振興策のさらなる充実 

・原子力政策については立地地域の理解と納得を基本とし、県民合意の得られる振興

策強化を国に強く働きかけ 

・電源三法交付金・補助金について、農業分野への使途拡大など新制度を国に提案 

・「原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法」に基づく諸対策を着実に

推進。対象事業の拡大、財源確保など具体的な支援内容の実現を国に要請 

○国の原子力政策への対応 

・原子力の安全確保と自立的・持続的な地域の発展を実現するため、原子力発電の立

地地域の立場から、国の原子力政策に対し厳しい意見と積極的な提案 

 

◆嶺单を「新時代エネルギー産業」の拠点へ 

○「産業化」と「人材育成」の重点推進 

・エネルギー研究開発拠点化計画を進展させ、研究開発に加えて産業化など地域発展

に力 

・「国際原子力人材育成センター」を中心に、アジアの人材養成の拠点に 
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 平成３０年福井国体に向けて、県民の体力づくりとあわせて大会の諸準備を

着実に進めます。また、「暮らしの質」を高める福井の文化を、県民とともに育

てていきます。 

 内外のネットワークを強化し、グローバル時代にふさわしい活気に満ちた「新

しいふるさと」づくりに取り組み、県民の自信と誇りにつなげます。全国の地

方と連携して新しい政策づくりをリードします。 

 

 
 

４年間でこのように変わりました （主な実績）  

 

「福井国体」の本格準備 
  優秀なスポーツ選手の育成、県民の生涯スポーツを応援する「スポーツふくい基金」（約５０億円）

を創設。また、平成３０年「福井国体」のビジョンと基本方針をつくり、本格的な準備をスタートさ

せました。 

 

県民スポーツの普及 
  「県民スポーツ祭」は競技種目の増加や開催時期を広げ、出場しやすい環境を整えました。その結

果、３万人を超える県民が参加しました。また、年間を通じて県民がスポーツを楽しめる「総合型の

地域スポーツクラブ」を、４年間で２倍（２０クラブ）に増やしました。 

 

「こども歴史文化館」を開館 
 旧県立図書館を修理し、「こども歴史文化館」を平成２１年１１月にオープン。子どもたちが先人・

達人の業績や歴史・文化を楽しく学び、郷土への「誇り」や将来への「希望」をはぐくんでいます。 

 

子どもの芸術・文化体験を充実 
 学校や音楽堂、美術館などで第一級の芸術・文化を鑑賞する機会をつくり、１年に６万５千人を超

える子どもたちが体験しました。 

 

 

これからの４年間で実行する政策  

 

◆飛躍する福井のスポーツ 

○国体開催に向けた準備を着実に推進 

・実施予定競技・会場地の選定、国体運営組織・体制づくりなど準備を本格化 

・「１県民１参加、１スポーツ、１自慢 」の県民運動 

○世界をめざすアスリート養成 

・外部指導者の確保、ジュニアから成年までの「スポーツ人材養成プロジェクト 」 

・世界をめざす一流アスリートを育てる企業クラブを応援 

11 国体めざす県民スポーツ、生活のなかに楽しむ県民文化  

国民体育大会の開催に向けて、子どもたちのすぐれた体力・競技力の向上、すべ

ての県民が季節や年齢・体力にあわせスポーツに親しむ機会を充実します。 

また、福井が誇る歴史や伝統、文化を守り、県民が親しみ楽しむ資産にして次代

にひきついでいきます。 

Ⅳ 元気な県政 
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◆家でも外でも毎日運動 

○子どもから大人まで楽しく体力づくり 

・いくつになっても体をきたえる県民運動、県民が広く参加するスポーツイベント 

・すべての世代が楽しめる福井型ウインター・スポーツの普及 

 

◆生活に福井の文化 

○「文字の国ふくい」の活字文化普及 

・ふくいゆかりの作家や詩人の生涯を知り作品に親しむ「ふるさと文学館 」を整備 

○新をつくり、旧を残す 

・各地に残る「白山文化系 」を歴史遺産に 

・国宝・重要文化財、県文化財の指定スピードアップ 

・家庭・企業に伝わる一級の美術品の散逸をふせぐ保存・継承のしくみづくり 

○子どもたちが一級の芸術・文化に触れる機会をさらに拡充 

○地域・グループなどの自主的な各種文化活動を積極的に支援 

 

 
 

４年間でこのように変わりました （主な実績）  

 

福井発の「ふるさと納税」が制度化 
 人びとの「ふるさと」への思いを形にする「ふるさと納税」を提唱し、平成１９年４月に国の税制

度として導入されました。「ふるさと納税情報センター」を開設し、制度の普及につとめています。 

 

内外の連携で県政のレベルアップ 
 志を同じくする１１県で「ふるさと知事ネットワーク」を設立（平成２２年１月）。地方の県同士が

連携・切磋琢磨し、地方の自立・地方への分散を進める新政策を提言。また、共同研究、各県特産物

の相互販売など、新しい地方の姿をつくる動きを強めています。 

 

「ふるさと帰住」政策の推進 
 東京、大阪、名古屋に「ふるさと帰住センター」を設置。市町ごとに家屋を登録・あっせんする「ふ

くい空き家情報バンク」をつくり、県外からの移住者を増やしました。新たな生活を営む「新ふくい

人」は４年間で８００人を超えました。 

 また、若者を中心に農作業をしながら田舎暮らしを体験する「ふるさとワークステイ」を進め、毎

年３５０名以上の都市住民が福井に訪れています。 

 

ＩＣＴの利活用を促進 
 携帯電話が通じない集落（４１集落）や高速道路のトンネル（２５か所）の解消を図りました。ま

た、１２の医療機関で遠隔画像診断を導入しました。ブロードバンドの普及率は、４年間で１０ポイ

ント以上伸びて６７％なりました。 

 

12 「希望ふくい」のふるさとづくり 

 全国の地方同士の連携を進め、福井の魅力をもっと磨きあげて、地域間競争に勝

ち残るよう地域活力を高めていきます。全国に発信する県の営業機能を重点的に強

化します。 

 ふるさと知事ネットワークをはじめとした地方同士のスクラムを強くして、大都

市から地方への人口や企業、文化の移動・分散化をはかるよう、国への積極的な政

策提言を行います。 
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これからの４年間で実行する政策  

 

◆福井から新政策のリーダーシップ 

○地方連携の政策イノベーション 

・「自立と分散で日本を変えるふるさと知事ネットワーク」の連携を強め、地方発の

新政策を共同で提案・実行し、全国をリード 

・地方の暮らしの豊かさを「希望」につなぐ「ふるさと希望指数（Local Hope Index）」

を開発・活用 

○大都市を経由しない地方間ネットワークの拡大 

・企業・団体・大学・メディアの新しい形の交流ネットワークを拡充 

 

◆「選ばれるふるさと」 

○「ふるさと帰住」政策のスケールアップ 

・住まい・仕事・子育て・地域の付き合いをトータルにサポートする新移住政策。 

 すべての市町が目標を設定し、帰住を増加 

○グローバル標準のライフスタイル 

・ＡＰＥＣ参加２０か国など、テーマに基づく多様なパートナーシップと市民交流ネ

ットワーク拡大 

・外国人観光客をもてなす「多言語」通訳ボランティアを養成 

 

◆「ふるさと県民１００万人」 

○「ふるさと県民」の新ネットワーク 

・福井出身者・福井ファンが交流・情報交換しあう「ふるさと県民登録制度 」 

・「福井県人会」のない地方での設立を働きかけ。全国の会員が一堂に会する「オー

ル福井県人会 」を開催 

○ふるさと貢献 

・「ふるさと納税」制度の寄付キャンペーンを強化。制度改善を国に提案 

 

◆情報の先端的、拡大的利用 

○ＩＣＴ（Information and Communications Technology）を生活のなかへ 

・学校教育・在宅ケア・災害情報伝達にＩＣＴ新システム、県・市町の行政に「クラ

ウドコンピューティング」導入を促進 

・スマートフォン（多機能携帯端末）の普及にあわせ、街なか・コンベンション施設・

観光地などへの「Ｗｉ-Ｆｉ（高速無線ＬＡＮ）エリア 」を拡大 
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 「福井県民の将来ビジョン」（平成２２年１２月）に掲げた目標の実現に向け、

県民・企業・団体・市町の力を集め、成果とスピード重視の県政を先頭に立っ

て推進します。 

 また、新しい行革プランをつくり、クオリティを大切にした行財政構造改革

を引き続き進めていきます。 

 

４年間でこのように変わりました （主な実績）  

 

「福井県民の将来ビジョン」策定 
 多くの県民が参加し、「福井県民の将来ビジョン」を策定しました。これからの１０年を見通して、

福井の特性と優位性を生かし、県民・企業・団体・市町とともに時代の変革期を乗り越え、新しい活

路を開いていくための方向性・将来像を示しました。 

 

広く県民意見を県政に 

 県民の声や意見を県政に生かす「県政マーケティング」を充実しました。「福井の暮らしをよりよく

するためのアンケート」、「森林・林業アンケート」など、４年間で３８件のアンケート調査を行い、

計画やプラン、施策に反映しました。その結果、８割を超える県民が「今の生活に満足感」を持って

いることが分かりました。 

 

市町振興プロジェクト 

 市町とともに地域課題の解決、地域の魅力創出をめざす「市町振興プロジェクト」（１市町あたり

3,000 万円）を、すべての市町とともに進めています。 

 

先進政策の研究促進 

 東京大学と連携した「希望学」、「総合長寿学（ジェロントロジー）」の研究を、福井をフィールドに

ともに推進してきました。また、広く県民に研究経過を知ってもらう報告会なども、随時開催してい

ます。今後は、共同研究の成果を、全国モデルとなるような新政策に反映していきます。 

 

日本一スリムな県庁 
 県営電気事業の民間移譲、土木３公社の整理合理化、未利用の県有財産売却などを積極的に進め、

財政の健全化を図りました。また、アウトソーシングや業務の効率化を徹底して進め、県の職員数を

大幅に削減しました。（５８業務をアウトソーシング、職員数は 3,100 人から 2,900 人あまりに） 

 

 

これからの４年間で実行する政策  

 

◆県民・市町との「共動」システム 

  ○自信と誇りの「ボランティア活動日本一」 

・県民・企業・民間団体などのアイデア・行動力を生かした「共動」事業、ボランテ

ィア活動を促進 

  ○新市町振興プロジェクト 

・「福井県民の将来ビジョン」とリンクした振興策を、市町とともに実行する「ふる

さと創造プロジェクト 」を推進 

《 行財政構造改革 》 
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◆県民に「よくわかる県政」の実現 

  ○広報・広聴の密度を高める 

・「県政メールマガジン」により県政情報をくわしく発信。県民の声を広く聴き活か

す広報・広聴システムへ 

  ○行政手続きの簡素化を推進 

  ○「政策推進マネジメントシステム」の進化 

・政策・予算・組織をトータルにマネジメントする新しいシステムを導入 

・「ふるさと税制調査会 」（ふるさと税調）を設置。他県と連携して地方分権時代の新

たな税制を研究・提言 

  ○外へ開くハイレベル県政 

・県内外の大学と連携する「共同研究プロジェクト 」により、新政策モデルを創出 

・職員を国内外の大学・民間企業に派遣。最先端の政策・ノウハウを教え学ぶ相互研

修システムの充実 

 

◆質の高い政策をめざす県庁 

  ○新しい発想で思い切った仕事 

   ・出先機関の再編と業務内容の再検討、仕事のレベルとスケールをアップ 

   ・試験研究機関の目標設定と評価 

   ・県と市町の事務の共同化を促進 

  ○税外収入など歳入確保と歳出合理化を進め、健全財政を堅持 

 

 

 

 行財政構造改革による財源の確保  

 

◆「第三次行財政改革実行プラン」の策定 

 速やかに、「第三次行財政改革実行プラン」（平成２３～２７年度）を策定します。 

 第三次プランでは、中期的な財政運営の目標と収支見通しを示しながら、この「福井

新々元気宣言」に掲げた政策を着実に実行します。 

 

◆１５０億円の「政策推進枠予算」を確保 

 「事務事業の見直しによる選択と集中」、「歳出の合理化」、「歳入の確保」により、

１５０億円を任期中の平成２６年度までに生み出し、「福井新々元気宣言」の政策を実

行するための「政策推進枠予算」の財源とします。 


